








































































郡は，兵庫県西部に位置し，山林被覆率が 9 割を超す山間地帯である。人口は，1920 年以降
55,000 人台を維持し，1945 年に突如 70,000 人超に急増した後，1955 年には 64,000 人程度まで減少
しており，戦時から戦後にかけて増減が激しかった（10）。



















前後を維持している。1947 年時点における所得状況を示した表 1 から，住民の生業は農林業が主
で，ほとんどの世帯が兼業農家であったことが読み取れる。
表1　閏賀住民の所得（1947年）
種類 金額（円） 割合 人数
農業所得 187,633 46.0% 48
山林所得 5,000 1.2% 3
給与所得 4,617 1.1% 2
営業所得 4,409 1.1% 2
日雇 27,750 6.8% 8
山仕事 28,800 7.1% 6
田貸付 195 0.0% 3
その他 149,730 36.7% 34
　　　　　出典：「所得申告扣」（閏賀区有文書 122）より作成。












　兵庫県内の水力発電所建設の推移について次頁表 2 をみると，1910-20 年代に多くの水力発電所
が建設されていたことがわかる（13）。神崎郡や川辺郡など，比較的都市に近い地域での開発が先行し，

















所在地 水系 河川 発電所名 出力（kw） 運転開始
神崎郡 市川 小田原川 寺前村（南小田第一） 600（1,300） 1909.12
神崎郡 市川 市川 市川（寺前） 1,020 1912.1
川辺郡 淀川 猪名川 猪名川（阪急第一） 300 1912.6
養父郡 円山川 大屋川 阿瀬 100 1914.1
宍粟郡 揖保川 草木川 草木 690（850） 1914.5
武庫郡 芦屋川 芦屋川 芦屋第一 110（89） 1915.1
有馬郡 武庫川 羽束川 羽束川 200 1918.12
神崎郡 市川 小田原川，太田川 南小田第二 330（720） 1919.5
氷上郡 加古川 篠山川 越知谷 153 1919.8
城崎郡 ― ― 西気 77（50） 1920.1
美方郡 岸田川 岸田川 岸田川 630 1920.4
氷上郡 ― 日ヶ奥川 日ヶ奥 50（7） 1920.9
養父郡 円山川 大屋川 横行 300 1920.12
宍粟郡 千種川 黒土川 黒土 8 1921.2
氷上郡 加古川 篠山川 上滝（上久下） 70 1923.1
宍粟郡 揖保川 揖保川 蔦沢 16 1923.3
宍粟郡 揖保川 揖保川 神野 1,000 1923.9
宍粟郡 千種川 千種川 千種 745 1925.9
美方郡 ― 和佐父川 和佐父川 50 1926
氷上郡 ― 鴨庄川 塚原（鴨庄） 17 1927
宍粟郡 揖保川 引原川 野尻 1,042 1927.1
宍粟郡 揖保川 引原川 上野 702 1928.1





















　県営水電では，1922 年に 1 基目の千種発電所建設に着手し，1925 年から運転開始している（22）。
兵庫県は，千種発電所建設中の 1923 年に，姫路水電との間で全 18 条からなる電力需給契約を結ん
でいる。その内容は，千種発電所で発電した電力を，姫路水電に売り渡し，神野発電所へ送電する
というものであった。契約内容を具体的にみると，一定の「責任電力使用量ニ達スル迄」は 1kw
あたり 2 銭 2 厘，「責任電力使用量ヲ超ユル量」には 1kw あたり 7 厘で販売する（第 8 条）（23）。姫
路水電は兵庫県による「発電所竣工毎ニ其発電力全部ヲ引受クル」ことが定められており（第 4
条），兵庫県側は電力需要にかかわらず，発電した分だけ販売することが可能な契約となってい
（16）　「播州の電灯電力戦（一〜四）」『大阪朝日新聞』1917 年 8 月 19 日，神戸大学経済経営研究所，新聞記事文庫・
電気工業（6-147）。
（17）　1935 年時点で全国の電気事業者総数が 788 に対して，民営が 665 を占めていた。注（14）前掲公営電気復元
運動史編集委員会編，14 頁。
（18）　戦前に県営電気事業が実施されていたのは，兵庫県の他に高知県（1909），富山県（1921），宮城県（1923），
















新聞』1927 年 8 月 10 日，神戸大学経済経営研究所　新聞記事文庫・電気工業（12-191）。
表3　閏賀部落財政の推移（1930－57 年，単位：円，括弧内：％）
1930 1933 1936 1939 1942 1945 1948 1951 1954 1957
歳　入
繰越金 340 478 322 358 327 2,038 47,153 136,841 180,617 229,246
（22.6） （28.4） （21.0） （23.2） （14.7） （29.9） （23.4） （52.3） （36.3） （42.1）
区費徴収金 596 544 547 543 657 1,085 33,449 43,382 69,648 108,462
（39.7） （32.3） （35.8） （35.1） （29.5） （15.9） （16.6） （16.6） （14.0） （19.9）
共有林から
の収入 211 354 137 152 301 892 95,023 35,696 155,340 103,690
（14.0） （21.0） （9.0） （9.8） （13.5） （13.1） （47.2） （13.6） （31.3） （19.1）
村田畑から
の収入 163 129 272 216 808 ― 1,859 6,466 ― 2,450
（10.9） （7.7） （17.8） （14.0） （36.2） （0.9） （2.5） （0.5）
天役不参金 ― 11 ― 62 ― 119 1,550 3,300 4,200 18,550
補償金 ― ― ― ― ― ― 4,856 14,200 26,058 ―
その他 191 167 251 214 137 2,687 17,480 21,938 61,211 81,624
合計 1,501 1,684 1,529 1,544 2,230 6,822 201,370 261,823 497,074 544,022
歳　出
協議費 186 230 198 140 396 1,714 18,753 35,707 47,190 77,987
（22.2） （23.8） （15.9） （12.7） （30.0） （42.5） （13.1） （23.4） （23.1） （24.8）
水利費 284 96 242 218 173 404 6,269 22,801 27,796 82,810
（33.8） （10.0） （19.4） （19.7） （13.1） （10.0） （4.4） （15.0） （13.6） （26.3）
共有山費 113 225 137 185 338 273 27,047 24,139 53,994 85,071
（13.5） （23.2） （11.0） （16.8） （25.6） （6.8） （18.9） （15.8） （26.4） （27.0）
神社費 65 134 135 66 95 152 5,906 9,144 10,136 14,090
土木費 51 20 35 105 14 273 610 11,945 5,770 11,650
営繕費 ― ― ― ― 48 251 663 4,739 27,178 4,257
臨時費 ― 172 361 208 70 498 75,462 17,200 25,363 13,720
（17.7） （28.8） （18.8） （5.3） （12.3） （52.7） （11.3） （12.4） （4.4）
その他 140 92 143 183 186 473 8,425 26,740 7,250 25,310



































に 26 世帯存在した。「昭和弐拾壱年度　部落所有田畑雑地年貢取立帳」（閏賀区有文書 53）。
表4　戦前の山林会計（単位：円）
1926 1927 1928 1929
歳　入
売却金 3,698 1,410 10,060 323
利子 178 454 192




入札費用 76 38 272
その他 99 1,690 370






















1930 1932 1934 1936 1938 1940 1942 1944 1946 1948
井堰関係費 130 189 21 56 55 18 4 74 780 1,223
　本田井堰 ― 35 ― ― 8 8 2 74 60 420
　荒井井堰 6 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
　河原井堰 13 70 ― ― ― 7 ― ― ― ―
　その他 112 83 21 56 48 0 2 ― 720 803
水路関係費 27 28 30 27 24 90 24 142 ― ―
橋梁関係費 23 31 ― 4 8 3 14 3 ― 200
道路関係費 7 9 ― 12 7 7 ― 29 ― ―
1949 1950 1951 1952 1953 1954 1955 1956 1957 1958
井堰関係費 4,725 8,900 12,386 11,830 8,700 17,720 10,595 7,805 8,370 5,680
　本田井堰 ― ― ― ― ― ― ― 3,550 ― ―
　荒井井堰 ― ― 7,450 8,125 3,900 ― 8,100 ― ― ―
　河原井堰 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
　その他 4,725 8,900 4,936 3,705 4,800 17,720 2,495 4,255 8,370 5,680
水路関係費 ― ― 6,525 ― 5,185 2,355 3,360 2,105 2,060 2,178
橋梁関係費 5,225 3,620 565 4,040 5,360 1,990 11,910 2,502 1,550 3,124































耕地面積 1935 年 333 町→ 39 年 205 町 日鉄社員 1939 年 1,730 人→ 45 年 12,231 人
所有権売買 1937 年 74 件→ 38 年 133 件 広村人口 1935 年 2,463 人→ 39 人 13,000 人
うち村外移動 1937 年 27 件→ 38 年 50 件 総農家数 1936 年 370 戸→ 39 年 298 戸
反当地価 1937 年 300 円→ 42 年 7,500 円 専業農家率 1936 年 87.8% → 39 年 30.2%
作離料の定着 反当　100 〜 225 円 職工比率（1939 年） 0.6 人／農家一戸




















　県営水電の一期工事は 1920 年代に実施され，千種，上野，野尻の 3 発電所を完成させてい
























（37）　閏賀区有文書には，姫路水電と交わした 1924 年 12 月 14 日付けの電柱建設用敷地借用書（閏賀区有文書 145
－4）が残されていることから，事業主体が兵庫県に移ったのは 1925 年以降だと考えられる。
（38）　兵庫県が継承した姫路水電の安積発電所建設計画は，当初兵庫県が想定していたものと異なる可能性がある。






詳細は不明である。「千種川の第七号県営発電所竣工　第五，六も近いうち」『大阪朝日新聞』1925 年 7 月 4 日，神
戸大学経済経営研究所，新聞記事文庫・電気工業（11-085）。






































（41）　この点，1936 年 8 月 19 日の『大阪朝日新聞』では「二百万円の工事であるから所要人夫は延三十万人を要す
るが」「時局匡救事業の例に倣い成るべく地元村民を使用せしむる方針である」と報道されている。「三十万人を使













　最終的に，1938 年 12 月 7 日の「覚書」をもって交渉は決着した。「灌漑用水ノ補修設備費トシ
テ」65,000 円，「流筏補償費ノ追加其ノ他一切ノ補償費トシテ」25,000 円の交付が決まり，流筏関
係の補償金額という点では，当初算出された 201,702.5 円の 8 分の 1 程度まで地元側が妥協する形












（43）　小畑虎之助は 1894 年 3 月 11 日生まれの兵庫県宍粟郡神戸村の会社員。1936 年の第十九回総選挙で兵庫県第
四区から出馬し当選。立憲民政党に所属していた。『第六十九回帝国議会　衆議院議員名簿』。







れる。かなり時期を遡るが，明治期の調査によると当時の閏賀は漁民人数 2 人，掩網類畳数 4，手釣類本数 2 とい
う状況であった。兵庫県立水産試験場（1941）『兵庫県漁業慣行録　淡水漁業之部』，112 頁。



































た。「もりあがる大播州」『大阪朝日新聞』1937 年 3 月 22 日，神戸大学経済経営研究所，新聞記事文庫・工業（8-
098）。

























売却金 124,455 700,000 3,100,000 270,080
合計 124,455 700,000 3,100,000 270,080
歳　出
分配金 56,775 265,600 2,353,000
入札費用 774 19,265 11,965 1,790
その他 2,939 29,575 6,900
一般会計へ繰入 61,390
炭焼賃 14,962
社会基盤整備費 16,184 400,000 200,000
物品購入費 20,000 62,000







補助金 8,906 14,849 44,000 9,500
借入金 500,000
その他 337 3,365 60,000
一般会計より繰入 1,917




























































というように，戦後には水害によって取水に困難を来すようになっており，1949 年 1 月 15 日に井
堰の補修工事を関西電力に嘆願していた（58）。1938 年の「覚書」に則って嘆願がなされていたのであ
る。
















































求めることを認めない（但し，異常渇水期には 6 月 15 日から 7 月 5 日の間のみ通水する），④これ
らの項目が 1938 年の「覚書」と抵触した場合，今回の契約を優先する。













（63）　事業計画書に基づいて計算すると，事業予算 676,000 円の 65% にあたる 439,400 円が関係反別によって徴収さ





















































村と政策―長野県下伊那地方　1910 〜 60 年代』日本経済評論社。
（68）　本稿では詳しく論じることができなかったが，発電所建設のような開発が，戦前の農山村内労働市場に与えた
影響は大きかったと思われる。具体的にいえば，第一次産業人口を減少させ，第二次産業人口を増加させる一因と
なったと思われ，表 1 の給与所得者や日雇労働者を増加させたであろうことは想像に難くない。
（69）　高度成長期の部落運営については，別稿にて検討する予定である。
